
「食料品の消費税率ゼロ」の撤回を求める署名 
 
-----署名本文開始----- 

飲食料品のみを対象としたゼロ税率の導入は、租税の三原則である中立・簡素に明確に
反しています。社会経済に多大な混乱と不利益をもたらすものであるため、実務および制
度設計の観点から下記の通り強く反対を表明します。 
 

1.飲食料品の譲渡を行う事業者への優遇 
 

ほとんど全ての事業者が物価高騰で経営が圧迫されており、価格転嫁に大変な苦悩をし
ています。このような状況下で、飲食料品の販売のみをゼロ税率とし、１０％の価格優位
性を与えることは、特定の産業のみを優遇することであり税の中立性に反します。 

特に、内食と外食では価格差が広がり、政府が税制を通して「外食から内食へ誘導す
る」というメッセージを発信することにつながります。この結果「外食産業」に大きなダ
メージを及ぼすことになります。 

どの事業者も苦しい中「食料品の消費税率ゼロ」により飲食料品の販売をする事業者の
みを優遇し、その隣接業界にダメージを与えることは許されません。 
 

2.小規模事業者の負担増加 
 

多くの小規模事業者は消費税に関わる事務負担軽減のため、簡易課税、インボイスの経
過措置、小規模事業者の消費税免税の制度を利用しています。これらの制度を利用する飲
食料品の販売を行う事業者はゼロ税率の恩恵を受けることはできません。むしろ逆に仕入
れや経費にかかる消費税を負担することとなり、ゼロ税率導入前よりも負担が大きくなり
経営を圧迫します。 

このために、これらの事業者は仕入等の消費税還付を受けるために原則課税の方法を検
討することになります。原則課税は、インボイスの有無、複数税率、外国企業への支払い
消費税の対応など、経理担当社員がいない規模の事業者にとっては煩雑で正確な処理を行
うことが困難な計算方法です。他の事業を兼業する事業者には、その計算はさらに一層困
難なものとなります。 

導入後３年を経過しようとするインボイス制度の理解ですら進んでいるとは言い難い現
状で、これらの煩雑な消費税の業務を小規模な事業者に強いるだけの環境は整っていませ



ん。小規模な飲食料品の販売を行う事業者は、複雑な原則課税を導入するか、負担増加を
受け入れるかの二者択一となります。 

「食料品の消費税率ゼロ」は飲食料品の販売を行う小規模事業者にとって、受け入れら
れる制度的な土壌が整っていません。 

 

3. 税務行政の機能不全と不正還付の温床 
 

ゼロ税率の導入は、消費税の還付申告の爆発的な増加につながります。 
原則課税の増加により消費税申告の誤りが増加することに加え、現在の輸出免税制度が

そうであるように、還付申告は不正（虚偽の還付請求）の温床となります。税務当局が食
料品小売業者や農家などからの数十万に及ぶと考えられるそれらの還付申告すべてを精査
し、迅速に適正な還付を行うことは極めて困難であると考えられます。 

税務当局は不正監視に行政能力が割かれ、還付が遅れることで事業者の資金繰りを圧迫
することとなり、さらには行政手続、税務調査や指導が疎かになることとなると考えられ
ます。 

「食料品の消費税率ゼロ」は、消費税制に不正利用につながる大きな穴を生み出し、行
政の効率性を大きく毀損することとなります。行政の混乱が進めば、日本の誇るべき税務
の信頼性は崩壊しかねません。 
 

4. 最後に 
 
 このように、特定の品目の消費税率のみを下げる「食料品の消費税率ゼロ」は、様々な
問題を抱えています。これらの問題を解決することは極めて簡単です。 
「やらなければいい」だけです。 
 私たちは「食料品の消費税率ゼロ」の撤回を求めます。 
 
 
-----署名本文終了----- 
  



 以上の署名本文について、賛同していただける様々な方の声を集め、然るべきところに
届けたいと思います。ご協力をどうぞお願いいたします。 
 
 下記には、その中でも、税務の専門家も署名しているということを示すために、賛同を
いただき記名の許可をいただいた税理士の方の氏名を順次掲載しています（順不同、敬称
略）。 
近畿税理士会 宇治支部 白井一馬 
東海税理士会 小牧支部 安藤宣貴 
東京税理士会 王子支部 鈴木まゆ子 
東京税理士会 四谷支部 山浦佑太 
東京税理士会 四谷支部 安藤善教 
東京税理士会 四谷支部 村田顕吉朗 
東京税理士会 四谷支部 藤田正男 
東京税理士会 四谷支部 小林ゆみ 
東京税理士会 渋谷支部 飯室真人 
東京税理士会 神田支部 金子真一 
東京税理士会 北沢支部 北野良典 
東京税理士会 目黒支部 鳥山昌秀 

東京地方税理士会 甲府支部 小笠原光規 
東京地方税理士会 甲府支部 間洵子 
名古屋税理士会 岐阜北支部 佐藤豊和 
名古屋税理士会 千種支部 水野誠 
名古屋税理士会 名古屋中支部 河村誠 
名古屋税理士会 名古屋中支部 長尾幸展 
名古屋税理士会 名古屋中村支部 鳥居翼 
名古屋税理士会 名古屋中村支部 安藤雅康 
名古屋税理士会 名古屋東支部 佐藤昌哉 
名古屋税理士会 名古屋北支部 濱田和希 
東京税理士会 渋谷支部 三村雄一 

 
 
 今後の行動について 

この署名は、税理士会や商工会議所等をはじめとした税務に関わる陳情を行う団体へお
渡しすることを考えております。そのうえで陳情に含めていただくようにお願いしたいと
考えています。 
 また、声が集まるようであれば、与党政治家などへの陳情も行いたいと考えています。 
 こういった運動の経験はなく手探りですが「食料品の消費税率ゼロ」が撤回されるよう
に頑張ってみたいと思っています。 
 
東京税理士会 渋谷支部 税理士 三村雄一（文責） 
 
  



 税理士の方へ 
賛同いただける税理士の方で、氏名を記載してもよいという方は、別途下記のグーグル

フォームからご連絡をいただけますと嬉しいです。（税理士の記名まず１００人を目指した
いとおもいます！） 

フェイスブックで「 「食料品の消費税率ゼロ」の撤回署名の報告用」というグループも作
成しています。よければ覗いてください。 

署名用グーグルフォーム フェイスブックグループ 
https://forms.gle/uLYJsn6D1umASj
Lu8 
 

https://www.facebook.com/groups/91458538788
0600/ 

 

 
署名欄（紙でご署名いただける場合には下記に記載をお願いいたします） 
 

所属税理士会名              
所属支部名                
お名前                  
 
 一般の方へ 
 一般の方にも署名をお願いしています。ご趣旨にご賛同いただけるようであればぜひご
署名をお願いいたします。 
 

署名サイト「change.org」 
https://www.change.org/keep-tax-simple 
 

 
署名欄（紙でご署名いただける場合には下記に記載をお願いいたします） 
 

お名前                  

https://forms.gle/uLYJsn6D1umASjLu8
https://forms.gle/uLYJsn6D1umASjLu8
https://www.facebook.com/groups/914585387880600/
https://www.facebook.com/groups/914585387880600/
https://www.change.org/keep-tax-simple
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